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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第38期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第39期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第38期

会計期間
自 平成21年4月 1日
至 平成21年6月30日

自 平成22年4月 1日
至 平成22年6月30日

自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日

売上高 (千円) 17,181,77819,255,58975,034,027

経常利益又は経常損失(△) (千円) △1,402,802 44,340 △541,867

四半期(当期)純損失(△) (千円) △1,116,675 △308,237 △2,090,794

純資産額 (千円) 70,539,22667,831,79068,277,708

総資産額 (千円) 91,697,26882,352,63881,675,801

１株当たり純資産額 (円) 2,135.87 2,119.92 2,157.75

１株当たり四半期(当期)純損失(△) (円) △44.47 △12.96 △83.99

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 58.5 61.2 62.8

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 621,973 466,724 8,555,495

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △1,195,589 △275,953 △311,120

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △3,014,594 △181,216△11,088,192

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 19,729,69620,122,61220,401,506

従業員数 (人) 2,840 3,111 2,699

(注)　1.売上高には、消費税等は含まれていません。

2.潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、１株当たり四半期(当期)純損失であり、また、潜在

株式がないため記載していません。

　

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動については、「３　関係会社の状況」に記載しています。
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３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、以下の関係会社が新たに連結子会社となりました。

平成22年 6月30日現在

会社名 住所 資本金
主要な
事業の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

役員の兼任

資金援助
（千円）

営業上の取引
設備の
賃貸借当社役員

（名）

当社
従業員
（名）

Roland Taiwan
Electronic Music
Corporation

Taipei
Taiwan

NT$ 千

122,000電子楽器 50.0 3 無
　　貸付金
　　　千円
　　570,000

当社商品の製造 無

Roland Electronics
(Suzhou) Co.,Ltd.

Suzhou
China

RMB 千

56,979電子楽器
85.0

(10.0)
3 無

　　貸付金
　　　千円
　　30,000

当社商品の製造 無

Roland DG
Deutschland GmbH

Willich
Germany

EUR 千

100
コンピュータ
周辺機器

100

(100)
無 無 無 － 無

(注) 1.主要な事業の内容欄には、セグメント情報の名称を記載しています。

2.議決権の所有割合の（　）内は間接所有割合を内数で記載しています。

3.前連結会計年度において持分法適用非連結子会社であったRoland Taiwan Electronic Music Corporation及

び持分法非適用非連結子会社であったRoland Electronics (Suzhou) Co., Ltd.は、重要性が増したため、当第

１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めています。

4.ローランド　ディー．ジー．㈱の子会社であるRoland DG Benelux N.V.が新たに設立したRoland DG

Deutschland GmbHを、当第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めています。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年 6月30日現在

従業員数(人) 3,111 [284]

(注) 1.従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ています。

2.従業員数が前連結会計年度末に比べ412名増加しています。この増加は主に、Roland Taiwan Electronic Music

Corporation及びRoland Electronics (Suzhou) Co., Ltd.を当第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含

めたことによるもので、この影響により電子楽器事業で364名、コンピュータ周辺機器事業で18名それぞれ増加

しています。

　
(2) 提出会社の状況

平成22年 6月30日現在

従業員数(人) 863 [213]

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載していま

す。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次の通りです。
　

セグメントの名称 品目 金額（千円）
前年同四半期比
（％）

電子楽器事業

電子楽器 3,996,481 108.9

ギター関連電子楽器 1,623,251 100.0

家庭用電子楽器 2,487,808 108.7

映像・音響及びコンピュータ・
ミュージック機器

1,681,322 152.9

その他 646,976 236.6

小計 10,435,840 116.5

コンピュータ周辺機器事業 プリンター、プロッタ他 5,390,467 246.0

合計 15,826,308 142.0

(注) 1.金額は、販売価格によっています。

2.上記の金額には、消費税等は含まれていません。

　
(2) 受注実績

当社グループは、主に需要予測による見込生産方式を採っています。

　
(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次の通りです。
　

セグメントの名称 品目 金額（千円）
前年同四半期比
（％）

電子楽器事業

電子楽器 4,224,183 98.2

ギター関連電子楽器 2,332,560 101.2

家庭用電子楽器 2,759,877 125.6

映像・音響及びコンピュータ・
ミュージック機器

1,475,262 103.2

その他 700,258 117.1

小計 11,492,142 106.1

コンピュータ周辺機器事業 プリンター、プロッタ他 7,763,447 122.2

合計 19,255,589 112.1

(注) 1.セグメント間取引については、相殺消去しています。

2.上記の金額には、消費税等は含まれていません。
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、この四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生はありません。また、前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在していません。

　
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、該当事項はありません。

　
４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

連結経営成績　

 前第１四半期

連結会計期間

(百万円)

当第１四半期

連結会計期間

(百万円)

増減(百万円) 増減率(％)

売上高 17,181 19,255 2,073 12.1

 電子楽器事業 10,829 11,492 662 6.1

 コンピュータ周辺機器事業 6,352 7,763 1,411 22.2

営業利益又は営業損失(△) △1,435 428 1,864 －

 電子楽器事業 △689 △24 665 －

 コンピュータ周辺機器事業 △746 452 1,199 －

経常利益又は経常損失(△) △1,402 44 1,447 －

四半期純損失(△) △1,116 △308 808 －

　

販売地域別売上高

 前第１四半期

連結会計期間

(百万円)

当第１四半期

連結会計期間

(百万円)

増減(百万円) 増減率(％)

 日本 2,445 2,561 115 4.7

 北米 3,476 3,392 △84 △2.4

 欧州 3,759 4,012 252 6.7

 その他 1,147 1,525 378 33.0

電子楽器事業 10,829 11,492 662 6.1

 日本 808 889 81 10.0

 北米 1,484 1,640 155 10.4

 欧州 2,506 2,677 170 6.8

 その他 1,552 2,556 1,003 64.7

コンピュータ周辺機器事業 6,352 7,763 1,411 22.2

合計 17,181 19,255 2,073 12.1

　

　当第１四半期における当社グループを取り巻く環境は、欧州の財政危機により先行き不透明感が増し、個人消費も依

然、低調に推移しましたが、一方では企業業績の回復により設備投資の持ち直しが見られるなど、全般的には緩やかな

回復基調にありました。

　電子楽器事業においては、前期に実施したコスト、在庫、機種数の３つの削減を中心とした事業効率化により改善し

た収益性を維持するとともに、引き続き市場ニーズに合った新製品を市場へ投入し、ショップ・イン・ショップや製

品イベント等によるお客様への直接訴求を通じて、需要喚起に注力いたしました。製品別の販売状況は、電子ドラムを

中心に高価格帯製品が伸び悩みましたが、新音源を搭載した電子ピアノの新製品が好調に推移し、電池駆動に対応し

た楽器用アンプやシンセサイザー等も堅調に推移しました。地域別の販売状況は、北米では、流通網の整備や新規販路

EDINET提出書類

ローランド株式会社(E01834)

四半期報告書

 5/27



の開拓に積極的に取り組みましたが、個人消費低迷の影響は大きく、前年同期を下回りました。一方、日本や欧州では

電子ピアノを中心として、アジアでは中国における電子ドラムの伸長等により、前年同期を上回りました。

　結果、売上高は114億92百万円（前年同期比6.1％増）、利益面では、事業効率化による経費削減効果があったものの、

24百万円の営業損失（前年同期は営業損失6億89百万円）となりました。

　コンピュータ周辺機器事業では、プリンターを中心に前年同期と比べ大きく売上を伸ばしました。北米では自律的な

景気の回復に加えて積極的な営業活動が販売拡大に結びつき、欧州では地域によりバラつきがあったものの総じて前

年同期を上回りました。アジアやその他の地域では大きく伸長し、日本国内においても堅調な結果となりました。

　結果、売上高は77億63百万円（前年同期比22.2％増）、利益面では、生産量増加等による原価率改善があり、営業利益

4億52百万円（前年同期は営業損失7億46百万円）となりました。

　以上の結果、全体の売上高は192億55百万円（前年同期比12.1％増）、4億28百万円の営業利益（前年同期は営業損失

14億35百万円）、44百万円の経常利益（前年同期は経常損失14億2百万円）、3億8百万円の四半期純損失（前年同期は

四半期純損失11億16百万円）となりました。

　なお、当連結会計年度(※)における平均為替レートは、91円／米ドル（前年同期94円）、126円／ユーロ（同122円）

でした。

(※) 海外連結子会社の会計期間は1月～12月のため、当第１四半期は1月～3月となります。

 

　
セグメント毎の販売状況は、次の通りです。

(a)電子楽器事業

[電子楽器］

　シンセサイザーは新製品が好調に推移しましたが、日本国内や北米で高価格帯製品が低迷し、全体として前年同

期を下回りました。楽器用アンプは、ギター用アンプが全般的に低迷する中、前期に発売した電池駆動対応の新製

品が日本やアジアを中心に好調であったため、全体では前年同期並みとなりました。電子ドラムは、国内外で普及

価格帯製品が堅調で、特に中国を中心としたアジアでは大きく伸長しましたが、主要市場である日本国内、北米、欧

州で中高価格帯製品が振るわず、電子ドラム全体では前年同期を下回りました。結果、電子楽器の売上高は42億24

百万円（前年同期比1.8％減）となりました。

[ギター関連電子楽器]

　マルチ・トラック・レコーダー等が低調に推移する一方、主力であるギター用エフェクターは、複数機能をもっ

たマルチ・タイプの普及価格帯新製品やボーカル用エフェクターの新製品が好調であったため、北米や欧州で前

年同期を上回りました。結果、ギター関連電子楽器の売上高は前年同期並みの23億32百万円（前年同期比1.2％

増）となりました。

[家庭用電子楽器]

　電子ピアノは、新音源「スーパーナチュラル・ピアノ音源」を搭載した新製品が市場で好評を得て、日本国内、北

米、欧州を中心として好調に推移し、前年同期を大きく上回りました。また電子アコーディオンが、前期に引き続き

堅調に推移し、結果、家庭用電子楽器の売上高は27億59百万円（前年同期比25.6％増）となりました。

[映像・音響及びコンピュータ・ミュージック機器]

　コンピュータ・ミュージック機器は、ポータブル・レコーダーの新製品は順調な滑り出しとなったものの、全般

的には低迷し、前年同期を下回りました。一方、業務用分野では設備投資の回復もあり、音響機器では北米、欧州に

おいてデジタル・ミキサーを中心に、映像機器では日本、アジア、中南米においてビデオ・ミキサー等が好調に推

移し、いずれも前年同期を上回りました。結果、映像・音響及びコンピュータ・ミュージック機器の売上高は14億

75百万円（前年同期比3.2％増）となりました。

[その他]

　日本国内で通信カラオケ機器用音源が堅調に推移し、売上高は7億円（前年同期比17.1％増）となりました。

　
(b)コンピュータ周辺機器事業

　プリンターは、設備投資に対する企業の慎重な姿勢や金融収縮の影響もあり、プロ用機種に比べ廉価なスタン

ダード機種が大きく伸長しました。また新しいビジュアル表現を担う戦略モデルとして、前期末に投入した新型プ
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リントヘッドとメタリックシルバーインク搭載の新製品が各方面から高い評価を得て順調なスタートを切るな

ど、プリンター全体では前年同期を大きく上回りました。工作機器は、切削機等の主力機種を中心に需要が回復し、

前期に新市場であるデンタル業界向けに投入した切削機の新製品も順調な滑り出しとなり、前年同期を上回り堅

調に推移しました。景気の回復に伴いインクを中心としたサプライ品も好調に推移し、結果、売上高は77億63百万

円（前年同期比22.2％増）となりました。

　
(2) 財政状態の分析

　総資産は、前連結会計年度末と比較して6億76百万円増加し、823億52百万円となりました。その主な要因は、関係会社

3社を新たに連結子会社としたこと等により原材料及び貯蔵品が9億85百万円、有形固定資産が18億75百万円それぞれ

増加した一方、投資有価証券等の投資その他の資産が18億93百万円減少したことによるものです。

　負債は、前連結会計年度末と比較して11億22百万円増加し、145億20百万円となりました。その主な要因は、支払手形

及び買掛金が15億46百万円増加した一方、賞与の支払いにより賞与引当金が5億12百万円減少したことによるもので

す。

　純資産は、前連結会計年度末と比較して4億45百万円減少し、678億31百万円となりました。その主な要因は、四半期純

損失が3億8百万円、剰余金の配当が2億37百万円あり、また在外関係会社の前会計年度末である平成21年12月末から第

１四半期会計期間末である平成22年3月末にかけてのユーロや英ポンドに対する円高進行を受け為替換算調整勘定が

2億92百万円減少した一方、関係会社3社を新たに連結子会社としたこと等により少数株主持分が4億54百万円増加し

たことによるものです。

　自己資本比率は、主に上述の総資産の増加と純資産の減少を受け、前連結会計年度末と比較して1.6ポイント低下し、

61.2％となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

第１四半期連結会計期間のキャッシュ・フローの要約

　 　 （単位：百万円）

科目
前第１四半期
連結会計期間

当第１四半期
連結会計期間

増減

営業活動によるキャッシュ・フロー 621 466 △155

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,195 △275 919

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,014 △181 2,833

現金及び現金同等物に係る換算差額 105 △463 △569

現金及び現金同等物の減少額 △3,482 △454 3,028

現金及び現金同等物の期首残高 23,078 20,401 △2,677

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 133 175 41

現金及び現金同等物の第１四半期期末残高 19,729 20,122 392

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、201億22百万円となり、前第

１四半期連結会計期間末に比べ、3億92百万円の増加となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動によるキャッシュ・フローでは、4億66百万円の資金の収入があり、前第１四半期連結会計期間と比べ、1億

55百万円の収入の減少となりました。その主な要因は、当第１四半期連結会計期間において、税金等調整前四半期純損

益が増加した一方、たな卸資産が増加したこと等によるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動によるキャッシュ・フローでは、2億75百万円の資金の支出となり、前第１四半期連結会計期間と比べ、9億

19百万円の支出の減少となりました。その主な要因は、前第１四半期連結会計期間において、定期預金の預入による支

出があったこと等によるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動によるキャッシュ・フローでは、1億81百万円の資金の支出となり、前第１四半期連結会計期間と比べ、28億
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33百万円の支出の減少となりました。その主な要因は、前第１四半期連結会計期間において、返済により短期借入金が

大幅に減少したこと等によるものです。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法

施行規則第118条第3号に掲げる事項）は次の通りです。

(a) 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、当社の株主の在り方は、当社株式の市場における自由な取引を通じて決せられるものであり、当社の支配

権の移転を伴う買付提案がなされた場合にこれに応じるべきか否かの判断も、最終的には株主全体の意思に基づ

き行われるべきものと考えています。

　しかしながら、近時、わが国の資本市場においては、対象となる会社の経営陣の賛同を得ることなく、一方的に大

量の株式の買付を強行するといった動きが顕在化しつつあります。こうした大量買付の中には、その目的等からみ

て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要する恐れがあ

るもの、対象会社の取締役会や株主が買付の条件について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案す

るための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買付者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすた

めに買付者との交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありま

せん。

　当社株式の買付けを行う者が下記(b) ロ に記載する当社の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保

し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値・株主共同の利益は毀損されることになります。当社は、このよ

うな濫用的な買収に対しては、必要かつ相当な対抗措置を講じることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を

確保する必要があると考えています。

(b) 当社の企業価値の源泉及び基本方針の実現に資する特別な取組み

イ 当社の企業理念

「創造の喜びを世界にひろめよう」

「BIGGESTよりBESTになろう」

「共感を呼ぶ企業にしよう」

　当社独自の企業活動の根底にある精神は、この3つのスローガンに集約されます。

　「創造の喜びを世界にひろめよう」　－　このスローガンのもとに、電子楽器事業では、単にアコースティック

楽器の代替品ではなく、デジタル技術により、音楽の可能性、創造性を更に広げ、またより多くの方に楽器演奏の

楽しみをお届けすることを目指しています。また、コンピュータ周辺機器事業では、お客様のものづくりの工程

をデジタル技術の活用により刷新し、新たな付加価値創造を実現するソリューション提供を目指しています。

　イメージを音にする、映像にする、カタチにする、それを組み合わせる、これが我々のチャレンジです。急激な情

報化、グローバル化、地球規模での環境問題などを背景に、21世紀の社会においては、量的な豊かさから質的な豊

かさが求められるようになってきました。このような社会において、「創造」のフィールドはより多様化、個性

化し、我々が果たすべき役割はさらに大きく広がっていきます。「創造」という文化を担う一企業として、常に

その社会的責任を強く認識し、すべてのステークホルダーにとって「共感を呼ぶ企業」となるよう、「BEST」を

尽くしていきます。

ロ 当社の企業価値の源泉

　当社の企業価値の源泉は、①独創的な技術開発力、②ニーズに応じた製品・市場開発力、③グローバルかつ独自

の生産・販売体制、④当社の企業理念を十分に理解した高度で幅広い知識とノウハウを有する人材、⑤①から④

の企業価値の源泉を背景として培った、お客様、取引先、従業員その他全てのステークホルダーとの信頼関係に

あると考えています。

　当社は創業以来、多くの日本初、世界初の製品を市場に提供してきました。これは、独創的な技術開発力を背景

として、新たなご提案、新規市場の開拓を積極的に進めてきた成果であり、今後もかかる技術開発力をますます

発展させることが、当社が他社との差別化を図り、企業価値を維持・向上させていくために不可欠であると考え

ています。このような独創的な技術開発力は、「創造の喜びを世界にひろめよう」というスローガンの下、新製
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品・新技術の開発のために個々の社員の能力・経験を引き出し、生かすことを重視する当社の企業風土に由来

するものです。

　また、新規市場の開拓のみならず、いったん開拓した市場については、その深耕をはかり、お客様のニーズを明

確化し、よりニーズに適合した製品を開発することに注力しています。このようなニーズに応じた製品・市場開

発力は一朝一夕に得られるものではなく、当社が、創業以来、国内外の多数の販売店及びお客様と継続的な関係

を推進する中で蓄積し、伝承してきた経験を基礎とするものであり、当社の企業価値を支える重要な要素となっ

ています。

　そして、グローバルかつ独自の生産、販売体制により、お客様に高品質、高付加価値の製品をお届けし、さらに徹

底的に活用いただくためのサポートをご提供しており、かかるグローバルな体制が長年にわたって維持されて

いることも、当社における企業価値の源泉の重要な一要素となっています。

　これらの活動の根幹にあるのが、当社グループ社員それぞれが保有する知識とノウハウであり、全てのステー

クホルダーとの長期的な信頼関係です。今後も、当社が企業価値を維持・向上させていくためには、当社の企業

理念を十分に理解した高度で幅広い知識とノウハウを有する人材を確保・育成し、活用すること、国内外のお客

様、取引先、従業員その他全てのステークホルダーとの信頼関係を維持し、これをますます強固なものにしてい

くことが重要であると考えています。

ハ 企業価値向上のための取組み

① 技術開発

　電子楽器事業ではデジタル信号処理、通信、映像関連技術の開発及びそれらを実現するためのハードウェア

やLSIの開発が主なテーマです。コンピュータ周辺機器事業は、XYZ軸を制御するデジタル技術を中心に、製品

に応じて必要な光学、化学など様々な技術導入を図っています。

　また電子楽器事業では、環境保全活動の一環として、環境負荷を低減するモノづくりを推進しています。今

後、さらにこの取組みを促進するために、限りあるエネルギー資源を有効活用する技術を「Energy Saving

Technology（エナジー・セービング・テクノロジー）」として認定し、開発を促進していきます。

② 製品開発

　「カテゴリー別No.1商品を創り育てる」、「商品の市場価値を30%UPする」ことを目的とした「301プロジェ

クト」を製品開発活動のベースとして取組んでいます。世界各国のグループ会社を通じて情報を収集し、マー

ケットの動向を的確に把握し、よりお客様のニーズに適合した製品開発に取組んでいます。電子楽器事業では

この取組みを「REALTIME 301 PROJECT（リアルタイム301プロジェクト）」に発展させ、より柔軟で迅速な活

動を目指しています。

③ 生産技術

　コンピュータ周辺機器事業において開発した「デジタル屋台」は、フレキシブルなセル生産にIT技術を導入

し、作業者を支援する生産システムです。これを電子楽器事業では「RITHM（リズム）」、コンピュータ周辺機

器事業では「D-shop（ディーショップ）」と、それぞれの製品特性に応じて発展させ、高品質、高効率、高付加

価値の生産システムを構築、今後も継続的に発展させていきます。

④ 流通・サポート

　電子楽器事業では、販売店様との提携により、店舗内に当社商品専門の販売スペースを設置するショップ・

イン・ショップをグローバルに展開しています。充実した商品展示と専任販売員の接客により、当社商品の魅

力を直接お客様にお伝えします。コンピュータ周辺機器事業では、お客様のビジネスに役立つ情報発信や製品

トレーニング、ご購入後のきめ細かいサービスをご提供する体制を整えています。

⑤ 人材の確保・育成

　当社の企業理念を十分に理解し、高度な知識とノウハウをもつ人材を有することは、当社の最大の強みの一

つであり、企業価値の源泉となっています。当社ではこうした人材を確保し、適切な教育を実施するための積

極的な取組みを行っています。

　人材の採用面においては、当社の企業理念への理解、経験、知識、潜在力を総合的に検証できるように多面的

な評価を行うこととし、優秀な社員の確保に努めています。

　人材の教育面においては、実践に則した充実した教育プログラムを用意するとともに、常に適材適所を意識

した配置を行うことで、経験と知識を高めて成長を促し、人材の持つ潜在力、成長力を最大限に引き出してい
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けるよう努めています。優秀な人材の確保、育成と社員の自主性を尊重する当社独自の社風により、既成概念

に捕らわれない発想と確かな知識、豊かな経験に裏付けされた独自の製品開発、生産、販売を実現しています。

⑥ ステークホルダーとの信頼関係

　ステークホルダーとの良好な関係を築き、一層の企業価値を向上させるために「ローランド・グループ　コ

ンプライアンスガイドライン」を制定し、以下の基本方針を当社グループ社員に徹底しています。

1）法令の順守及び社会規範の尊重を徹底し、常に良識ある企業活動を行う。

2）性能、品質ともにベストな製品を提供する。

3）会社取引において、公正・公平な競争を促進し、取引先との健全な関係を築く。

4）経営情報、財務情報等の会社情報を適時正確に開示する。

5）健全な職場環境を維持し、各自の人権を尊重し、差別につながる行為は一切行わない。

6）会社資産は適切に利用、管理、保管し、業務目的以外には使用しない。

7）環境保護活動、文化芸術活動を推進し、社会貢献を行う。

ニ コーポレート・ガバナンスの強化

　当社においては、経営陣の株主の皆様に対する責任の所在を明確化するため、当社の取締役の任期を1年として

います。加えて、経営と執行の分離とともに、迅速な意思決定と業務遂行を目的として、執行役員制度を導入して

おり、開発、営業、管理、生産の業務執行について執行役員に対して権限委譲を行い、取締役会は経営方針・経営

計画の策定と業務執行の監督に注力する体制としています。

　また、現在、当社の取締役11名のうち、1名は独立性を有する社外取締役を選任しており、当社の監査役4名のう

ち2名は独立性を有する社外監査役です。これら社外取締役及び社外監査役は相互に意見交換等の連携を図り、

経営の効率性、収益性のみならず、多様なステークホルダーとの関係をも考慮に入れて、取締役会の意思決定及

び取締役の業務執行の妥当性、適法性について、それぞれの専門分野の見地から検討を行っています。

　当社では、こうした当社経営に対する監督・監視機能の充実を図り、透明性の高い経営を実現するなど、コーポ

レート・ガバナンスの一層の強化を図っています。

(c) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

　当社は、平成22年5月7日開催の取締役会において当社株式の大量取得に関する対応方針（以下「本プラン」とい

います）の継続導入を決議し、平成22年6月18日開催の第38期定時株主総会においてご承認をいただきました。本

プラン導入の目的及び概要は以下の通りです。なお、本プランの全文につきましては、以下のインターネット上の

当社ホームページで開示しています。

http://www.roland.co.jp/ir/plan.html

イ 本プラン導入の目的

　本プランは、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、上記(a)に記載した基

本方針に沿って改定し、導入されるものです。

　本プランの導入に関する当社の考え方は以下の通りです。

　当社取締役会は、当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方

針の決定を支配する者として不適切であると考えています。そして、こうした不適切な者によって当社の財務及

び事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値・株主共同の利益に反する大量買付を抑止す

るために、当社株式に対する大量買付が行われる際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、ある

いは株主の皆様がかかる大量買付に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保すること、株

主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とする枠組みとして本プランを導入しました。

ロ 本プランの概要

① 本プランの発動に係る手続の設定

　本プランは、まず、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、当社株券等に対

する買付等が行われる場合に、買付者又は買付提案者（以下、併せて「買付者等」といいます。）に対し、事前

に当該買付等に関する情報の提供を求め、当社が、当該買付等についての情報収集、検討等を行う期間を確保

した上で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付者等との交渉等を行っていくための

手続を定めています。
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② 新株予約権の無償割当てと独立委員会の利用、株主意思確認株主総会の開催

　買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付を行う等、買付者等による買付等が当社の

企業価値・株主共同の利益を害する恐れがあると認められる場合には、当社は、当該買付者等による権利行使

は認められないとの行使条件及び当社が当該買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得す

る旨の取得条項が付された新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）を、その時点の全ての株主に対

して新株予約権無償割当ての方法（会社法第277条以降に規定されます。）により割当てます。

　なお、本新株予約権の無償割当ての実施、不実施又は取得等の判断については、当社取締役会の恣意的判断を

排するため、独立委員会規程に従い、(i)当社社外取締役、(ii)当社社外監査役又は(iii)社外の有識者（実績

ある会社経営者、官庁出身者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士及び学識経験者等）で、当社経

営陣から独立した者のみから構成される独立委員会（以下「独立委員会」といいます。）の判断を経るとと

もに、株主の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしています。また、当社取締役

会は、これに加えて、本プラン所定の場合には株主の皆様の意思を確認するための株主総会を招集し（以下、

かかる株主総会を「株主意思確認株主総会」といいます。）、新株予約権無償割当ての実施に関しての株主の

皆様の意思を確認することがあります。

③ 本新株予約権の行使及び当社による本新株予約権の取得

　仮に、本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされた場合で、買付者等以外の株主の皆様による本

新株予約権の行使により、又は当社による本新株予約権の取得と引換えに、買付者等以外の株主の皆様に対し

て当社株式が交付された場合には、当該買付者等の有する当社株式の議決権割合は、最大50%まで希釈化され

る可能性があります。

ハ 本プランの有効期間

　本プランの有効期間は、平成24年3月期の事業年度に関する定時株主総会の終結の時までとします。本プランに

基づいて本新株予約権の無償割当てを行う場合には、この期間内に当社取締役会においてその決議を行うもの

とします。

ニ 本プランの廃止及び修正・変更等

　本プランの導入後、有効期間の満了前であっても、①当社の株主総会において本プランを変更又は廃止する旨

の決議が行われた場合、又は②当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランを変

更又は廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で変更又は廃止されるものとします。従っ

て、本プランは、株主の皆様のご意向に従ってこれを変更又は廃止させることが可能です。

　また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本プラン導入の承認に係る株主総会決議の趣旨に反

しない範囲で、独立委員会の承認を得た上で、本プランを修正・変更する場合があります。

　当社は、本プランが廃止又は修正・変更された場合には、当該廃止又は修正・変更の事実及び（修正・変更の

場合には）修正・変更内容その他当社取締役会又は独立委員会が適切と判断する事項について、速やかに情報

開示を行います。

(d) 本プランが基本方針に沿い、当社の株主の共同の利益を損なうものではなく、当社の役員の地位の維持を目的と

するものではないこと及びその理由

イ 買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること

　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年5月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向

上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前

開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を完全に充足しています。また、本プランは、経済産業省の企業

価値研究会が平成20年6月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」に示された

考え方にも沿った内容になっています。

ロ 株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

　本プランは、上記(c) イ「本プラン導入の目的」にて記載した通り、当社株式に対する買付等がなされた際に、

当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要

な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の

企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。
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ハ 株主意思を重視するものであること

　本プランは、第38期定時株主総会における承認可決の決議により導入しました。

　また、当社取締役会は、一定の場合には株主意思確認株主総会において本新株予約権の無償割当ての実施に関

する株主の皆様の意思を確認することができることとしています。

　加えて、本プランの有効期間の満了前であっても、株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた

場合には、本プランはその時点で廃止されることになり、その意味で、本プランの消長には、株主の皆様のご意向

が反映されることとなっています。

ニ 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

　当社は、本プランの導入にあたり、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために本プランの発動等

の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として、独立委員会を設置します。

　独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、(i)当社社外取締役、(ii)当社社外監査役、又は

(iii)社外の有識者のいずれかに該当する委員3名以上により構成されます。

　当社株式に対して買付等がなされた場合には、独立委員会が、独立委員会規程に従い、当該買付等が当社の企業

価値・株主共同の利益を毀損するか否か等の実質的な判断を行い、当社取締役会はその判断を最大限尊重して

会社法上の機関としての決議を行うこととします。

　このように、独立委員会によって、当社取締役会が恣意的に本プランの発動等の運用を行うことのないよう、厳

しく監視するとともに、同委員会の判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社

の企業価値・株主共同の利益に適うように本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されています。

ホ 合理的な客観的発動要件の設定

　本プランは、予め定められた合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されて

おり、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。

ヘ 第三者専門家の意見の取得

  買付者等が出現すると、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公

認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を得ることができることとされていま

す。これにより、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっています。

ト 当社取締役の任期は1年とされていること

　当社の取締役の任期は1年とされており、毎年の取締役の選任を通じて、本プランにつき、株主の皆様のご意向

を反映させることが可能となります。

チ デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと

　本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により廃止することができるものとさ

れており、当社の株券等を大量に買い付けた者が、当社株主総会で取締役を指名し、かかる取締役で構成される

取締役会により、本プランを廃止することが可能です。

　従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止

できない買収防衛策）ではありません。

　また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の

交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

　
(5) 研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、15億36百万円です。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、新規連結に伴い以下の設備が増加しました。

     平成22年 6月30日現在

会社名

事業所名

（所在地）

セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額

従業員数

(人)
土地 建物

及び構築物

(千円)

機械装置

及び運搬具

(千円)

工具、器具

及び備品

(千円)

合計

(千円)面積

(㎡)

簿価

(千円)

Roland Taiwan

Electronic Music

Corporation 

華亜工場

(Taoyuan Taiwan)

電子楽器事業 生産設備 4,879491,472723,15189,975115,8051,420,406121

Roland Electronics

(Suzhou) Co., Ltd.

本社工場

(Suzhou China)

電子楽器事業 生産設備
26,870

(26,870)
- 491,46344,96048,675585,099243

(注) 1.上記金額は有形固定資産の帳簿価額であり、建設仮勘定は含んでいません。

2.土地面積の(　 )書は、連結会社以外の者から賃借中のものを内数で表示しています。

3.現在休止中の主要な設備はありません。

4.上記の他、連結会社以外の者から賃借している主要な設備はありません。

5.上記金額には消費税等は含まれていません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除去等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年 6月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年 8月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 25,572,40425,572,404

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株です。

計 25,572,40425,572,404― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年 6月30日 ― 25,572 ― 9,274,272― 10,800,378

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(平成22年3月31日)に基づく株主名簿による記載をしています。

① 【発行済株式】

平成22年 3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,783,900
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

23,768,700
237,687 ―

単元未満株式(注) 普通株式  19,804 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 25,572,404― ―

総株主の議決権 ― 237,687 ―

(注)「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社保有の自己株式60株が含まれています。　

　

② 【自己株式等】

平成22年 3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
ローランド株式会社

静岡県浜松市北区細江町
中川2036番地の1

1,783,900― 1,783,9006.98

計 ― 1,783,900― 1,783,9006.98

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
4月 5月 6月

最高(円) 1,3501,2861,199

最低(円) 1,112 935 961

(注)最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものです。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年4月1日から平成21年6月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平

成21年4月1日から平成21年6月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間

（平成22年4月1日から平成22年6月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年4月1日から平成22年6月30日

まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しています。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年4月1日から平成21年

6月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年4月1日から平成21年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年4月1日から平成22年6月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平

成22年4月1日から平成22年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半

期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年6月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 20,122,891 20,467,753

受取手形及び売掛金 10,014,792 10,013,453

有価証券 120,975 －

商品及び製品 14,937,815 14,643,182

仕掛品 691,661 317,820

原材料及び貯蔵品 4,735,290 3,750,236

その他 4,968,633 5,543,210

貸倒引当金 △461,283 △393,386

流動資産合計 55,130,777 54,342,269

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1
 22,239,859 20,929,686

機械装置及び運搬具 3,600,824 3,440,163

工具、器具及び備品 11,361,170 10,916,384

土地 ※1
 8,452,333 7,825,547

建設仮勘定 50,313 23,653

減価償却累計額 △25,833,239 △25,139,709

有形固定資産合計 19,871,261 17,995,726

無形固定資産

のれん 106,236 126,542

ソフトウエア 1,273,738 1,373,705

ソフトウエア仮勘定 83,887 56,546

その他 84,753 85,619

無形固定資産合計 1,548,615 1,642,414

投資その他の資産

投資有価証券 2,088,091 2,844,585

その他 3,812,493 4,952,628

貸倒引当金 △98,600 △101,824

投資その他の資産合計 5,801,984 7,695,390

固定資産合計 27,221,861 27,333,531

資産合計 ※1
 82,352,638 81,675,801

EDINET提出書類

ローランド株式会社(E01834)

四半期報告書

17/27



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年6月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年3月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,054,253 3,507,364

短期借入金 ※1
 790,094 422,987

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 22,450

※1
 42,486

未払法人税等 146,819 186,749

賞与引当金 633,623 1,146,354

役員賞与引当金 10,000 －

製品保証引当金 425,498 430,967

その他 4,626,251 ※1
 4,779,412

流動負債合計 11,708,990 10,516,321

固定負債

長期借入金 ※1
 257,750 257,914

繰延税金負債 36,657 146,393

再評価に係る繰延税金負債 187,289 187,289

退職給付引当金 203,558 160,447

その他 2,126,601 2,129,725

固定負債合計 2,811,857 2,881,770

負債合計 14,520,848 13,398,092

純資産の部

株主資本

資本金 9,274,272 9,274,272

資本剰余金 10,801,192 10,801,192

利益剰余金 36,891,418 37,360,369

自己株式 △1,767,481 △1,767,421

株主資本合計 55,199,401 55,668,412

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 24,088 162,677

土地再評価差額金 △1,498,983 △1,498,983

為替換算調整勘定 △3,295,055 △3,002,540

評価・換算差額等合計 △4,769,950 △4,338,847

少数株主持分 17,402,339 16,948,143

純資産合計 67,831,790 68,277,708

負債純資産合計 82,352,638 81,675,801
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年 4月 1日
  至 平成21年 6月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年 4月 1日
  至 平成22年 6月30日)

売上高 17,181,778 19,255,589

売上原価 11,153,835 11,393,162

売上総利益 6,027,943 7,862,427

販売費及び一般管理費

広告宣伝費及び販売促進費 925,083 830,352

貸倒引当金繰入額 21,945 84,226

給料及び賞与 3,484,102 3,403,960

賞与引当金繰入額 239,761 281,490

役員賞与引当金繰入額 6,500 10,000

製品保証引当金繰入額 22,928 37,465

その他 2,763,007 2,786,150

販売費及び一般管理費合計 7,463,329 7,433,646

営業利益又は営業損失（△） △1,435,386 428,781

営業外収益

受取利息 48,456 25,343

受取配当金 19,924 63,418

為替差益 60,068 －

持分法による投資利益 57,177 －

その他 65,165 96,007

営業外収益合計 250,793 184,770

営業外費用

支払利息 86,241 19,214

売上割引 91,378 141,058

為替差損 － 383,801

その他 40,589 25,136

営業外費用合計 218,209 569,210

経常利益又は経常損失（△） △1,402,802 44,340

特別利益

固定資産売却益 9,935 590

投資有価証券売却益 260 260

特別利益合計 10,195 850

特別損失

固定資産除売却損 5,699 3,960

投資有価証券評価損 3,640 2,442

特別損失合計 9,340 6,402

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,401,946 38,788

法人税、住民税及び事業税 251,057 207,596

法人税等調整額 △139,480 △7,217

法人税等合計 111,577 200,378

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △161,589

少数株主利益又は少数株主損失（△） △396,849 146,648

四半期純損失（△） △1,116,675 △308,237
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年 4月 1日
  至 平成21年 6月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年 4月 1日
  至 平成22年 6月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△1,401,946 38,788

減価償却費 691,864 606,483

のれん償却額 47,825 16,549

受取利息及び受取配当金 △68,381 △88,762

支払利息 86,241 19,214

為替差損益（△は益） △40,172 192,791

持分法による投資損益（△は益） △57,177 －

固定資産売却損益（△は益） △9,935 －

固定資産除売却損益（△は益） 5,699 3,370

投資有価証券評価損益（△は益） 3,640 2,442

売上債権の増減額（△は増加） 277,420 202,725

たな卸資産の増減額（△は増加） △144,714 △970,388

仕入債務の増減額（△は減少） 870,757 1,008,516

その他 486,442 △526,034

小計 747,564 505,697

利息及び配当金の受取額 36,079 74,862

利息の支払額 △74,948 △30,137

法人税等の支払額 △86,723 △83,697

営業活動によるキャッシュ・フロー 621,973 466,724

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △950,352 －

定期預金の払戻による収入 － 62,825

有価証券の取得による支出 － △121,652

有価証券の売却による収入 499 －

有形固定資産の取得による支出 △320,293 △212,404

有形固定資産の売却による収入 12,042 3,531

無形固定資産の取得による支出 △75,468 △88,469

出資金の払込による支出 － △1,670

長期貸付けによる支出 △339 △847

長期貸付金の回収による収入 7,969 9,741

その他 130,352 72,993

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,195,589 △275,953

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,301,668 217,277

長期借入金の返済による支出 △10,356 △20,661

配当金の支払額 △376,622 △237,884

少数株主への配当金の支払額 △316,564 △132,789

その他 △9,383 △7,157

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,014,594 △181,216

現金及び現金同等物に係る換算差額 105,778 △463,580

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,482,432 △454,025

現金及び現金同等物の期首残高 23,078,549 20,401,506

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 133,578 175,131

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 19,729,696

※
 20,122,612

EDINET提出書類

ローランド株式会社(E01834)

四半期報告書

20/27



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年 4月 1日　至　平成22年 6月30日)

　連結の範囲の変更

前連結会計年度において持分法適用非連結子会社であったRoland Taiwan Electronic Music Corporation及

び、持分法非適用非連結子会社であったRoland Electronics (Suzhou) Co., Ltd.は、重要性が増したため、当第

１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めています。また、ローランド　ディー．ジー．㈱の子会社である

Roland DG Benelux N.V.が新たに設立したRoland DG Deutschland GmbHを、当第１四半期連結会計期間より連結

の範囲に含めています。

　

【表示方法の変更】
　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年 4月 1日　至　平成22年 6月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年3月24日　内閣府令第5号）の適用により、当第１四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しています。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)
　

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年 6月30日)

前連結会計年度末
(平成22年 3月31日)

※1.担保提供資産及び対応債務

（1）担保提供資産

　 建物及び構築物 736,977千円

　 土地 627,626

　 合計 1,364,603

   　　また、このほかRoland Corporation Australia
     Pty Ltdの全資産1,285,385千円を担保に供し　
　　 ています。

※1.担保提供資産及び対応債務

（1）担保提供資産

Roland Corporation Australia
Pty Ltdの全資産         

1,238,464千円

 

 
 
 

（2）対応債務

短期借入金及び長期借入金（1年
内返済予定のものを含む）

572,157千円

（2）対応債務

1年内返済予定の長期借入金等 41,289千円

　2.偶発債務

（1）保証債務

　 従業員銀行借入保証 68,645千円

　 得意先債務支払保証 213,027

　 合計 281,673

　2.偶発債務

（1）保証債務

　 従業員銀行借入保証 68,734千円

　 得意先債務支払保証 223,355

　 合計   292,090

（2）その他の偶発債務

　　　当社の連結子会社Roland DGA Corporationは、米国に

本社のあるGerber Scientific International,　

Inc.社から同社の米国特許権の侵害をしているとし

て、損害賠償請求（金額の明示なし）及びRoland　

DGA Corporationに対する当該特許技術を利用した

製品の製造、販売及び販売促進行為等の差し止め及

び同製品の回収命令の申し立てを内容とする訴訟を

平成19年1月30日に提起されました。

　同訴訟は係争中ですが、平成22年4月9日、Roland

DGA Corporationに加え、当社の連結子会社ローラン

ド　ディー．ジー．㈱も共同被告として訴訟を提起

されました。

（2）その他の偶発債務

　　　当社の連結子会社Roland DGA Corporationは、米国に

本社のあるGerber Scientific International,　

Inc.社から同社の米国特許権の侵害をしているとし

て、損害賠償請求（金額の明示なし）及びRoland　

DGA Corporationに対する当該特許技術を利用した

製品の製造、販売及び販売促進行為等の差し止め及

び同製品の回収命令の申し立てを内容とする訴訟を

平成19年1月30日に提起されました。

　3.手形割引高

輸出手形割引高 624,903千円

　3.手形割引高

輸出手形割引高 705,301千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年 4月 1日
至　平成21年 6月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年 4月 1日
至　平成22年 6月30日)

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 20,742,821千円

預入期間が3か月超の定期預金 △1,013,124

現金及び現金同等物 19,729,696
 

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 20,122,891千円

預入期間が3か月超の定期預金 △279

現金及び現金同等物 20,122,612

 

　

(株主資本等関係)

　

当第１四半期連結会計期間末(平成22年6月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平成22年 4月 1日　至　平成22年 6

月30日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 25,572,404

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,784,010

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年 6月18日
定時株主総会

普通株式 237,884 10平成22年 3月31日 平成22年 6月21日 利益剰余金

　

　(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間末後と

なるもの
　

　　　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年 4月 1日　至　平成21年 6月30日)

　

　
電子楽器事業
(千円)

コンピュータ
周辺機器事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

10,829,3866,352,39217,181,778 ― 17,181,778

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 10,829,3866,352,39217,181,778 ― 17,181,778

営業損失（△） △689,094△746,291△1,435,386 ― △1,435,386

(注)　1.事業区分の方法

　当社の事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して、電子楽器事業とコンピュータ周辺機器事業に区

分しています。

2.各事業の主要な製品

　(1) 電子楽器事業

　　　電子ピアノ、シンセサイザー、電子ドラム、エフェクター、デジタル・レコーダー、

　　　コンピュータ・ミュージック関連機器

　(2) コンピュータ周辺機器事業

　　　プリンター、プロッタ、モデリングマシン

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年 4月 1日　至　平成21年 6月30日)

　

　
日本
(千円)

北米　
(千円)

欧州
(千円)

その他
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

5,062,7725,319,2535,882,609917,14217,181,778 ― 17,181,778

　(2) セグメント間の
      内部売上高又は
      振替高

5,500,52160,881182,214 ― 5,743,618(5,743,618)―

計 10,563,2945,380,1346,064,824917,14222,925,397(5,743,618)17,181,778

営業損失(△) △1,041,936△484,015△155,722△7,931△1,689,605254,219△1,435,386

(注)　1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

2.本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　(1) 北米………米国、カナダ

　(2) 欧州………イタリア、イギリス、ドイツ、ベルギー、デンマーク、スペイン

　(3) その他……ブラジル、オーストラリア
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年 4月 1日　至　平成21年 6月30日)

　

　 北米 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 4,961,7446,266,1422,699,61713,927,505

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― 17,181,778

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

28.9 36.5 15.7 81.1

(注)　1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

2.各区分に属する主な国又は地域

　(1) 北米………米国、カナダ

　(2) 欧州………イタリア、イギリス、ドイツ、フランス、ベルギー、デンマーク、スペイン

　(3) その他……東南アジア、中南米、豪州

3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。

　

【セグメント情報】

(追加情報)

　当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年3月27

日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平成20年3月21日)を

適用しています。

　

１  報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

　当社は電子楽器、電子機器及びその付属品の開発、製造、販売を主な事業としており、連結子会社であるローランド　

ディー．ジー．㈱はコンピュータ周辺機器の開発、製造、販売を主な事業としています。当社グループは、これら製品及

びサービス別のセグメントから構成されており、「電子楽器事業」、「コンピュータ周辺機器事業」の２つを報告セグ

メントとしています。

　「電子楽器事業」は、電子楽器、ギター関連電子楽器、家庭用電子楽器、映像・音響及びコンピュータ・ミュージック機

器等の開発、製造、販売を行っています。「コンピュータ周辺機器事業」は、プリンター、プロッタ、モデリングマシン等

の開発、製造、販売を行っています。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年 4月 1日  至  平成22年 6月30日)

　 　 (単位：千円)

　 電子楽器事業
コンピュータ
周辺機器事業

合計

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 11,492,142 7,763,447 19,255,589

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

─ ─ ─

計 11,492,142 7,763,447 19,255,589

セグメント利益又は損失(△) △24,062 452,843 428,781

　(注)セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しています。
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(１株当たり情報)

１.　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年 6月30日)

前連結会計年度末
(平成22年 3月31日)

　 　

１株当たり純資産額 2,119円92銭
　

　 　

１株当たり純資産額 2,157円75銭
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年 6月30日)

前連結会計年度末
(平成22年 3月31日)

純資産の部の合計額(千円) 67,831,790 68,277,708

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 17,402,339 16,948,143

(うち少数株主持分(千円)) (17,402,339) (16,948,143)

普通株式に係る純資産額(千円) 50,429,451 51,329,565

１株当たりの純資産額の算定に用いられた普通
株式の数(千株)

23,788 23,788

　

２.  １株当たり四半期純損失

　　第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年 4月 1日
　至　平成21年 6月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年 4月 1日
　至　平成22年 6月30日)

１株当たり四半期純損失(△)　　　　　　△44円47銭
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が
存在しないため記載していません。

　

１株当たり四半期純損失(△)　　　　　　△12円96銭
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が
存在しないため記載していません。　　　　　　　　　　

　

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年 4月 1日
  至　平成21年 6月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年 4月 1日
  至　平成22年 6月30日)

四半期純損失(△)(千円) △1,116,675 △308,237

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △1,116,675 △308,237

普通株式の期中平均株式数(千株) 25,108 23,788

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。

　

　

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成21年 7月31日

　

ローランド株式会社
　　　　　取締役会　御中

　

有限責任監査法人 トーマツ 　
　

　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　木 村　文 彦　　㊞
　

　 　 　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　髙 橋　寿 佳　　㊞
　

　 　 　
　

　 　 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているローランド株式会社

の平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成21年4月1日から平成21年6月

30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年4月1日から平成21年6月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ローランド株式会社及び連結子会社の平成21年6月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しています。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成22年 8月 2日

　

ローランド株式会社
　　　　　取締役会　御中

　

有限責任監査法人 トーマツ 　
　

　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　木 村　文 彦　　㊞
　

　 　 　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　髙 橋　寿 佳　　㊞
　

　 　 　
　

　 　 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているローランド株式会社

の平成22年4月1日から平成23年3月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成22年4月1日から平成22年6月

30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年4月1日から平成22年6月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ローランド株式会社及び連結子会社の平成22年6月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しています。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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